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は じめ に

臨時教育審議会は、1987年8月20日 、3か 年にわたる教育改革審議を終 えた。本稿は、

この臨教審の 「教育改革」提言お よびにこれに よって方向づけ られた諸政策ない し既に実

施に移 されつつある諸施策の特徴的動向を示す とともにこれに若干の注釈を加えることに

よって、臨教審が、わが国の近代以降の歴史における 「第3の 教育改革」であると言 う今
(1}

次教育改革の全体像を明 らかに しよ うとするものである。なお、紙幅の都合上、本稿の記

述は生涯学習体制の整備、高等教育 ・学術、初等中等教育の特徴的動向に限 り、これ らに

ついての全面的な記述お よび国際化への対応、情報化への対応、教育行財政についての記

述は別 の機会を期 したい。

{2)

第1節 生涯学習体制の整備

[1]学 歴社会の弊害への対応 と評価 の多 元化

臨教審の 「生涯学習体制の整備」についての提言は4つ の項か らな り、その第1は 「学

歴社会の弊害の是正 と評価の多元化」 であ り、 この具体策 としては 「評価 の 多元化」 と

「企業 ・官公庁の採用等の改善」が主である。

しか し、後者に関す る提言は、後述の公的職業資格制度についてを別 とすれぽ、学歴差

別を克服す るために企業 ・官公庁の採用人事や人事管理 に対する何等かの実効ある具体的

な法的規制をすることを含んでいるものでほない。文部省が、87年5月 、臨教審第1次 答

申の 「学歴社会の弊害の是正」 提言の具体化 として挙げているものも、 「企業等の説明期

間を新規に設け る等を内容 とした新たな就職協定 の申し合わせをお こなった」 こ と、rP
{3}

TAの 団体を通 じ…社会 の学歴偏重の意識の変革に努めた」ことに とどまっている。

「評価の多元化」について、臨教審は、「基本方向」 として 「特定の側面における 秀 で

た側面を積極的に評価する」「異 なる価値観や文化を受け入れる姿勢が大切である」「編入
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学、転学、転職、中途採用などヨコへの移動を円滑にし、学校 ・職場 ・地域の間での交流

を促進す る」 と述べた後、具体的には 「公的職業資格制度の改革」について次の施策を提

言を している。

「ア.資 格*の 受験等に必要な要件を見直 し、原則 として、 学歴要件を除去する。 イ.

高等学校職業科、専修学校、職業訓練校 などで…公的職業資格取得の道を拡大す る。 ウ.

時代の変化に対応 し、 資格の更新の検討や、 整理統合、 改善等を図る。」(第3次 答申。

*例:1級 建築士
、税理士等…引用者)

この様な 「評価 の多元化」政策は、学歴社会 の弊害 と言われ るものを緩和 ・改善す るこ

とに寄与す るであろ うか。

今 日、社内で資格制度を もつ企業は8割 を超えると言われる。 問題は、 「公的職業資格

取得の道の拡大」等の 「評価の多元化」が学習者 ・資格取得者の自主的 自律的学習を助長

し利益をもた らすか否かである。

資格 とい うとき法に基づき何 らかの就業制限を伴 うもの と単に一一定の能力を認定す るも
㈲

のとが区別 され るが、わが国の現状では 「公的職業資格取得の道の拡大」等の 「評価の多

元化」は個別企業の内部労働市場か ら温れ出た者を労働市場において選定 ・再雇用す る客

観的な基準た り得る前者が重視 されてゆ くのではな く、企業内での 日本的労使関係を補完
〔61

す るものとして後者が主になってゆ くことが懸念 される。

学校を人材の開発 ・選別 ・分配の機構 として位置づけ学校教育に 「能力主義」を もちこ

み今 日の過当な学歴 ・学校歴をめ く・る競争を助長 したのは、1960年 代に政財官一体 となっ

て推進 した 「人的能力開発」政策であった。 これを省みれぽ、学歴 ・学校歴が 「人材」の

管理 ・選抜 ・養成 の手段 として使われたことだけが問題だったのではな く、多数の人間が

その能力の発揮 ・養成の機会を一部の人々の 「人材」管理 ・選抜の意思に従 属 的 に委 ね

ることに より、 より人間 らしい生 き方を求めての 自律的な成長 ・学習 ・発達が損なわれて

きた ところに根本的 な問題がある。 この根本問題は、学歴の代わ りに、資格あるいは生涯

学習歴が置 き換えられても、それだけでは弊害は除去 され得ない。管理 ・選抜の人間性、

公正さ、学習 ・発達 の自律性を保障する措置、例 えばその基準の設定に当た って管理 ・選

抜 され る側の意思が入れ ること等が求め られる。

また、今 日の学歴 ・学校歴競争の要因 としては、 「人的能力開発」政策等、 財界 ・政府

の政策の結果 として、 また物的条件の格差に よって も助長 されて、大学間、高等学校間等

に学習 ・教育 ・研究を進める場 としての重大な格差が存在 している事実 も看過できない。

それ故、いま求め られ るのは、選抜 され る側をふ くむ当事者代表のほかに第三者の代表

を含めて構成 される、企業 ・学校における選抜 ・採用 ・管理が人間性 と公正 さの保持か ら

逸脱 しない ようにチ ェックする公的機関の創設、学校間格差 ・とりわけ大学間格差を解消

して行 く具体的な方策、学歴 ・学校歴に基づ く人材の集中を排除す る具体的な法的規制等
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である。

臨教審答申には これ らのいずれ もみ られない。それ故、 「評価の多元化」 は学歴 ・学校

歴の影響力を薄め、その弊害を変形 させ ることにはなる としても、問題の本質的な解決に

はつなが らず、 「学歴社会の弊害」に 「資格社会」や 「生涯学習歴社会」 の弊害を置き換

える結果 となると考え られるのである。 それだけでな く、 「教育の世界に生き生 きとした

競争原理を導入す る」 とい う臨教審の 「個性重視の原則」は、む しろ、学習競争 の弊害や

学校間格差を増大 させさえするであろ う。

[2]「 生涯学習体制の整備」施策の概況

臨教審第4次 答申の 「生涯学習体制の整備」提言の第2な いし4項 は次の とお りである。

2.家 庭 ・学校 ・社会の諸機能の活性化 と連携①家庭の教育力の回復②生涯学習のための機

関 としての学校教育の役割③社会の教育諸機能の活性化i自 主的な学習活動の促進ii生

涯職業能力開発の総合的推進3,ス ポーツの振興①生涯 スポーツの振興②競技スポーツの

向上③スポーツ医 ・科学の研究の推進 とスポーツ基盤の整備4 .生涯学習の基盤整備①生

涯学習を進めるまちづ くり②教育 ・研究 ・文化 ・スポーツ施設のインテ リジェン ト化

　
次に、これ らに関す る施策 の特徴を1987年 度当初予算に よって見 ると、社会教育局所管

の総額は279億5600万 円で、前年度比9億500万 円(3 .196)の 減。そのなかで 「家庭教

育地域交流事業」「社会教育施設ボランテ ィア活動推進事業」「学習情報提供 システム整備

事業」 「教育環境浄化PTA活 動」などが新規事業 となっている。

この うち、特 に目新 しいもの として 「学習情報提供 システム整備事業」が注 目され るが
、

これは、住民の学習活動を促進するため、 コンピューターなどの情報処理や通信手段を利

用 して① カルチャーセ ンターなどの教育事業 も含め学習機会に関する情報を整理 ・蓄積 し、

住民に対 し提供する②学習の内容や方法について助言 ・援助す る学習相談体制を整備充実

する、 とい うのが狙 い。計画では、モデル的に2県 に学習情報データベースを創設 し、そ

の県下各26市 町村の地域学習情報 センターとのコンピューターネ ッ トワーク化を図るとい

うもので、事業費は上記4つ の新規事業 の中では1番 多 くて1億 円。1県 当た り1650万 円、

1市 町村当た り130万 円の定額補助。学習情報 としては、▽学習機会に関す る情報、▽施

設に関する情報、 ▽団体 ・サ ークルに関す る情報(活 動内容、 方法など)、▽指導者 に関

す る情報、▽各種資格に関す る情報、が考えられている。

また、「家庭教育地域交流事業」は、事業費3000万 円、当初 「新井戸端会議モデル事業」

としていたもの。市町村に 「推進委員会」を設置 し、子育ての実践的 な方法を親子が一緒

に学ぶための親子教室を開催す る、家庭教育地域交流集会を実施する、親子教室 などの修

了生を中心に、近隣の親 らも加えて グループを構成 し、家庭 と地域の教育機能の活性化を

目指 して、▽わが子の子育て体験発表活動▽暮 しの知恵を学び伝承す る活動▽近隣の子供

達にお話をす る活動▽子供達に対する遊びの指導や援助活動▽放送を活用 した家庭教育学
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習活動等を促進する、などとい うもの。

社会教育局所管の新規事業を見る限 り、公的経費をあま りかけないものが中心であ り、

また、教育を受け る権利の保障も明確でな く、それ らに よって金や時間に乏 しい一般人が

どれほ ど学習に接近できるのか疑問である。

他方、「公立社会教育施設の整備」 については公民館24、 公立文化施設3、 公立図書館

3、 公立博物館1、 公立少年 自然の家1ケ 所分の減を含めて約15億 円の予算減。 「国立社

会教育施設の整備」については7億1100万 円の減の中で国立青年 自然の家に関 して7億1

千万円の増などが要点である。 「生涯学習」の拠点 として必要なはずの公立施設の 整備費

が削減 されているのが特徴である○

[3]ス ポーツと教育

臨教審第3次 答申の改革提言の柱だては、①生涯スポーツの推進、②競技スポーツの向

上、③スポーツ医 ・科学の研究の推進、④スポーツ進行推進懇談会の設置等、である。学

校教育 と関連 しては、子供の発達段階及び対象種 目の特性に応 じたスポーツカ リキ ュラム

の開発、体育を主 とす る6年 制中等学校の設置、高等専門学校の分野の体育へ拡大 の検討、

文部省の対外試合の制限基準の緩和、第一線 か ら退いた選手に対 してスポーツ指導者への

道をひ らく、そのため大学における特別の教職課程を設置する ・教科の一部領域に係る免

許制度上の特別措置を整備す る、活躍 した選手の国家的顕彰措置を導入 ・拡大す る、スポ

ーツ奨学制度を整備 ・拡充す る、などが重点 とされている。

次に、文部省体育局所管の87年 度当初予算をみると、その総額は、410億700万 円で前年

度比17億8200万 円(4.2%)の 減。 このなかで最大の"目 玉"は 前年度新規計上 の 「ソウ

ル ・オ リソピック選手強化特別対策事業」(2億 円、前年比1億500万 円増)、ほかに体育関

係団体補助14億6700万 円の うち国際競技選手強化のための 「一般強化事業」が6億1500万

円。他方で、「体育施設の整備」事業は前年比4億 円の減で、 体育館、 屋外水泳 プール、

運動場など大半 の施設の整備箇所数が減 っている。 また、 「学校保険 ・学校安全 ・学校給

食の充実」費の前年比13億4500万 円の減額、その うちでも 「学校給食施設設備の整備」6
(8}

億9300万 円の減額が著 しい。

要す るに、方針 として も予算措置においても競技スポーツの優秀選手の育成に重点がお

かれてお り、一般 の青少年 ・子供の学校体育 と競技スポーツの関係をどのよ うに調整する

か とい う問題への取 り組みを欠いている。 また、 「生涯スポーツ」 といいなが らもそれを

実際にするために必要な施設 の公的保障施策を欠いている。結局、アジア競技大会での金

メダルの数74個 第1位(第6回)か ら58個第3位(61年9月 ・第10回)と い う状況に対 し

て国威の挽回 ・発揚を狙 った政治主導の施策優先 と見ざるをえない。

臨教審提言に沿 って、全国中学校体育連盟(鈴 木誠太郎会長)常 任理事会は、スケー ト

(フ ィギ ュア)、水泳(競 技)、 陸上、体操 の4競 技で、3年 生だけに出場を限定 し5年 間
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を試行期間にして中学生の国体参加を認めたが、「国体強化の名のもとに長期合宿が 行 わ

れれば、授業への影響が出る。陸上以外の三競技の選手は民間 クラブチーム所属なのでま

す ます歯止めが効かな くな りは しないか。 … 強化育成の動 きは二、一年生か ら小学生

へ と低年齢化 し、歯止めがな くなる」(中 体連関係者、「毎 日新 聞」87.5.18)と 懸念 さ れ

るよ うに、エ リー ト競技選手中心のスポーツ政策は教育的には多 くの問題を胎んでい る。

[4]産 業構造転換政策への対応

「生涯学習体系への移行」は、結局は、21世 紀にむけて財界 ・政府の 目指す 日本の産業

構造の転換政策に応ず るもの とみ られ る。

1986年5月26日 、通商産業大臣の諮問機関である産業構造審議会総合部会企画小委員会

は、 「21世紀産業社会の基本構想一産業構造の国際的協調化 と創造的知識融合化 にむけて

一」 と題す る報告書をまとめている。 この うち、産業構造の転換政策に ともな う2000年 ま

　

での就業 ・雇用構造 の変化についての同報告書の予測は、次の ようにまとめ られる。

①国際分業の推進に よる雇用者減106万 人ない し152万 人(輸 入の拡大に よるもの50万 人

ないし55万 人、 海外直接投資の拡大に よるもの56万 人 ないし97万 人)、 ②職種別労働力需

給の一つの試算によると、2000年 の職種間 ミスマ ッチの展望は次の とお り。専門的 ・技術

的職業従事者が253万 人不足(就 業者数1029万 、労働力人 口776万)。 技能工 ・生産工程作

業者は228万 人過剰(就 業者数1557万 、労働力人口1785万)、 職業全体では、就業者数6448

万、労働力人口6590万 、③3大 技術革新分野(新 素材、マイクロエ レク トロニクス、バイ

オテ クノロジー)の 開発に よる雇用者増117万 人。

これに応 じて、例えぽ次の ような施策が実施 されつつある。

「労働省は、政府が決めた緊急経済対策のr雇 用対策』を受け、情報処理の技能者を養

成す る短大 クラスの職業訓練校を昭和66年 度 までの5年 間に全国の雇用開発促進地域の内

20ケ 所で建設す る、など大がか りなマイ クロエレク トロニクス(ME)関 連技能者活性化

計画を実施に移す方針を固めた。今年度補正予算には、1.北 海道 と九州の計2箇 所に新規

高卒者を対象 とする情報処理訓練校を建設、2.既 設の地域職業訓練セソターがある全国25

箇所に在職労働者対象のプログラ ミング基礎技術科を開設する。2施 策のため20億 円を盛

り込む…いずれ も来年4月 にスター トさせる予定であるとい う」(朝 日 ・1987.5,31)。

産業構造の変化は不可避であ り適切なそれは必要でもあるが、問題は、その内容如何に

ある とともに、教育政策 としては、ただ単に政治 ・経済の必要に学習者を適応 させるので

はな く教育を受ける者 の自律的な学習 ・発達を保障す る諸施策が具体化されねぽならない。

この観点か らすれぽ、臨教審改革が 「生涯学習体系への移行」を唱いなが ら学校内外にお

ける教育を受け る権利の拡大 ・発展の理念 ・方針 ・具体的施策を欠いていることは、根本

的な欠陥 と言わねばな らない。
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第2節 高等教育 ・学術研究

[1]臨 教審提言 とその具体化方針の概要

臨教審第4次 答 申は 「高等教育の多様化 と改革」についての改革提言を次の ような構成

で示 している。1高 等教育の個性化 ・多様化①大学教育の充実 と個性化②高等教育機関の

多様化 と連携③大学院の飛躍的充実 と改革④大学の評価 と大学情報の公開、五大学入学者

選抜制度の改革、皿大学入学資格の自由化 ・弾 力化 ・高等専修学校卒業者への資格付与等、

W学 術研究の積極的振興①大学におけ る基礎的研究の推進②大学 と社会 の連携の強化③学

術の国際交流の推進 、Vユ ニバーシティ ・カウンシルの創設、VI高 等教育財政(ア)基礎的創

造的学術研究、国際化、大学院の充実 ・活性化を重点 とす る公財政支出。特色ある教育研

究プロジェク ト重視の私学振興(イ)地域社会 と高等教育機関 との連携強化、地域の大学 と地

方公共団体 との財政協力(ウ)高等教育機関への寄付受け入れの諸条件の改善匡)国立大学の予

算、会計の弾 力化。各大学や付置財団の設立促進。土地信託など国立大学資産の活用㈲育

英奨学制度の改善 ・充実、V皿大学の組織 と運営①大学 における自主 ・自律の確立②教員 と

]職員(ア)社会人、外国人任用 の拡大等のため教員の適格条件の弾力化(イ)教員の任期制の導入

(ウ)助手の]職務内容、処遇、職名等の検討国大学の自己評価の促進㈲事務組織の再編成 ・機

能の改善 ・職員の研修体制 の充実③開かれた大学、冊大学の設置形態

[2]1987年 度当初予算の特徴

1987年 度当初予算は、上記の臨教審提言や文部省の方針を具体化す るもの としての特徴

を示 している。

まず、予算の文部省所管分の概要を、みてお くと別記表1お よび表2の 通 りである。

表1昭 和62年 度政府予算案文部省所管分(「内外教育」1987.1.23) 単位:百 万円

区 分

1歳 出 予 算

一 般 会 計

国 立 学 校 特 別 会 計

(内一般会計より受入)

文 部 省 所 管 純 計

五 財政投融資計画

日 本 育 英 会

日本 私 学 振 興 財 団

国 立 学 校 施 設 整 備

計

62年度予定額

4,573,740

1,760,734

1,111,438

5,223,036

31,200

30,500

34,000

95,700

61年 度予算額

4,572,197

1♪675,456

1,080,280

5,167,373

22,900

32,800

26,000

81,700

対前年度 増 △減

額 率(%)

1,543

85,278

31,158

55,663

8,300

△2,300

8,000

14,000

0。03

5.09

2.88

1.08

36。24

△7.12

30.77

17.14
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表2昭 和62年 度文部省所管(一 般会計)の 主要事項(資 料源同前)単 位:百 万円

区 分 62鞭 予定額6・ 鞭 予顛1差 引増△減額 増△減率(%)

義 務 ・養 護 給 与 費 2,442,620 2,444,558 △1,938 △0.1

初 任 者 研 修 の 試 行 3,010 0 3,010
一

私 学 助 成 322,250 320,250 2,000 0.6

私 大 経 常 費 244,350 243,850 500 0.2

私 立 校 高 校等 経 常 費 72,500 72,000 500 0.7

私大 ・大学院等教育研究装置 5,400 4,400 1,000 22.7

科 学 研 究 費 45,080 43,500 1,500 3.6

幼 稚 園 就 園 奨 励 費 12,798 13,000 △202 △1.6

公 立 学 校 施 設 費 296,332 329,701 △33,369 △10.5

教 科 書 購 入 費 43,264 45,603 △2,339 △5.1

育 英 事 業 費 81,956 80,660 1,296 1.6

社 会 体 育 文 化 施 設 14,267 16,060 △1,793 △11.2

国 立 学 校 へ の 繰 り入 れ 1,111,438 1,080,280 31,158 2.9

そ の 他 200,725 198,585 2,140 1.1

計 4,573,740 4,572,197 1,543 0.03

文部省所管純計が前年度比1.08%の 微増であ り、教員の初任者研修の試行(新 規)の 増

額以外は前年度比が公立学校施設費10.5%減 、社会体育文化施設費11.2%減 など他の事項

の減額 ・停滞の中で、国立学校特別会計の5.09%、 私大 ・大学院等教育研究装置22.7%、

10億 円、科学研究費3.6%、15億 円の増加が著 しい。 この予算の各局所管一般会計の 前年

度比を見 ると、教育助成、初等中等教育、体育、社会教育の各局がいずれ も減額であるの

に対 して高等教育局0.8%、33億5400万 円の増加、学術国際局6.296、39億8200万 円の増加
肛①

となっている。今次 「教育改革」が学術 ・大学を突破 口として 「上か ら教育の流れを変え

る」 とい う特徴を示 している。

この内で、高等教育局所管の予算は一般会計総額4209億4500万 円、財政投融資が617億

円で10.8%、60億 円の増 となっている。 同局予算の最重点は 「大学院の充実 と改革」34億

7200万 円(前 年は2億6000万 円)、 その内訳は博士課程、 修士課程 の最先端設備の計画的

整備31億6000万 円(国 立20億 、公1億6千 万、 私10億)、 独立大学院 ・独立研究科等の整

備充実3億1200万 円。 この中では、国立大学共同利用機関を母胎 とす る「総合研究大学院」

を 「創設準備」 とし、「ハイテ ク独立大学院」 の創設調査費7百 万円を計上 している。 前

者は64年 春の学生受け入れを 目標 としている。後者は次 世代 コンピゴ ーターやバイオテク

ノロジー、新素材、 レーザ ー、核融合の研究開発 と若手研究者の育成を図る の が 狙 い。

「大学入試改革」は微増 の約50億 で大半は大学入試 センター関係経費だが65年 度実施予定

の 「新テス ト」4億2900万 円を含む。 「大学審議会の創設」新規5千 万 円。 私学助成の中

で最大の比重の 「私立大学等経常費補助」は前年比0.2%、5億 円、6年 ぶ りの増。 この内
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では、留学生受け入れなど教育研究の国際交流、社会人の受け入れなど大学教育の開放、

大学院の充実など特色ある教育研究に対す る助成を狙 った 「特別補助」前年比25億 円増の

155億 円が特徴。r日 本私学振興財団貸付事業」は60億 円減の670億 円になった。r専 修学校

の振興」は19億7600万 円で1億400万 円増。国立大学の整備等は、10億600万 円増 の40億

3300万 円。内容は、①総合大学院構想の一環 として新潟、金沢、岡山の各大学に自然科学

研究科を設置するなど4大 学に5学 科、14大 学に19専 攻の研究科 ・専攻の新設等②福島大

に行政学科 と応用社会学科か らなる行政社会学部の創設(63年 度学生受け入れ 目標)、 三

重大学農学部、水産学部の生物資源学部への改組(い ずれ も63年度学生受け入れ 目標)③

筑波技術短期大学の創設、徳島大医療技術短期大学部の創設④大学入学志願者急増に対す

る54大 学、2短 大での各2677人 、50人 の臨時増募⑤付属病院の整備は6億300万 円減の5

億8500万 円。r育 英事業の整備」は773億4100万 円で10億8200万 円の増。 「公立大学に対す

る助成」は41億1600万 円で1億6000万 円増。

学術国際局所管の予算は一般会計総額682億5800万 円、また、国立学校特別会計の うち、

大学付属研究機関などの分は2313億 円で、3.1%、70億 円の増 となっている。 これ らの う

ち、「科学研究費補助金」は458億8000万 円で15億8000万 円の増。 この内容は①重点領域研

究の推進②独創的先端的な基礎研究の振興③若手研究者の優れた研究の奨励④民間研究者

な どとの共 同研究の促進⑤海外学術研究の推進⑥研究成果の普及 ・公開の促進⑦優れた研

究計画の推進等であるが、この中で①が額が大 きく116億7000万 円で7億5000万 円の増。

伸び率の高いのは⑤で3億 円増の18億2500万 円。他は⑦が同額の167億1000万 円以外はい

ずれ も増。r学 術研究体制の整備」は79億9000万 円で11億7400万 円の増。 うち 「国際 日本

文化研究センター」が 「創設」とな り2億4400万 円増の3億800万 円。建物基本設計料、

共 同研究経費などの創設経費を計上 している。同セ ンターは独立の国立大学共同利用機関

として創設 され るQ「 日本文化研究の現状 と動向を的確に把握 しつつ、 日本文化の研究を

国際的、学際的、総合的に行 うとともに、 日本文化研究に関す る情報を収集 し、整理 し、
qo

内外の研究者に提供す ること」を 目的 としている。「国際国家になろ うとすれぽす るだけ、

一方では 日本文化 とは何ぞや…を考え、世界の中で 日本文化にどのよ うな花を咲かせてい
働

くか。その足場…をつ くる ときがきた」 として、同センターを設立 して 「日本のアイデソ

テ ィテ ィを確立する」 とい う中曽根首相の意 向に沿 うものである。 また、産 ・官 ・学に よ

る共同研究の実施など大学 と産業界 との研究協力を進める 「共 同研究センター」を87年 度

は3大 学に新設する。センターの事業 として①民間企業な どとの共同研究や受託研究など

の場の提供②民間企業などの技術者に対す る技術教育の実施や民間企業が行 う技術教育へ

のー協力 ・援助③民間企業などに対す る研究開発に係る技術相談 …を実施す る。富山大では

メカ トロニクスや電子デバイス、新素材などの分野、神戸大ではバイオテクノ ロジーや食

品工学、生産管理 ・流通など、熊本大では生産機械や新疎材、環境科学 ・都市工学などの
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分野をそれぞれ予定 している。若手研究者の養成は、3億8000万 円増の11億4800万 円。85

年度か らスター トした 「特別研究員制度」の新規採用者を80人 増や し324人 とする。「重要

基礎研究の推進」は、エネルギー関連科学262.95億 、加速器科学129.03億 、宇宙科学118.

25億 、海洋科学29.82億 円。これ らの重点は筑波大プラズマセンター、 名大 プラズマ 研究

所などの整備充実、電子 ・陽電子衝突型加速器 トリスタンの運転経費、第12号 ・第13号 科

学衛星の製作 ・打ち上げ ロケ ットの開発、東大海洋研究所研究船 「白鳳丸」の代船の建造

(初年度25億 円、総額約108億 円)な ど。r国 際交流の推進」の うち、国際学術交流は1億

2900万 円増の35億9400万 円。留学生交流は、28億 円増 の145億400万 円。研究留学生を中心

に新規受け入れ数を230人 増の2045人 とす るなど。 日本語教育は、2000万 円増の2億5900

万円。大阪外大に 日本語学科を新設する、「日本語教員検定」を実施す るなど。

なお、自民党 ・中曽根首相は、「科学技術立国」を うたい 「ヒューマン ・フロンティア・

サイエンス ・プログラム(HFSP)」 を進行させている、この計画は、86年2月 に通産省工

業技術院長の私的諮問機関 「技術 と国際交流に関する研究会」の中間報告で打ち出された

もので、首相 としては、 レーガン大統領のSDI(戦 略防衛構想)、 ミッテラン大統 領 の

ユーレカ計画(欧 州の先端技術共 同開発構想)に 匹敵する基礎研究、開発を 目指す とい う。

この計画の最大の特微は 「人間の脳、神経系 など生体の諸機能の解明、応用に よって、人

工知能、情報処理技術など未踏の分野に挑む」 とされ、欧米の近代科学 と東洋思想の自然

観 との結合を国際協力の中で実現す るね らい も秘め られている。HFSPは 、政府の科学技

術会議(議 長 ・中曽根首相)で 政府のプロジェク トとな り、文部、通産、厚生、農水など

関係7省 庁がそれぞれ連絡を取 りなが ら研究に着手、87年 度予算では、科学技術庁の調整

費 として1億5千 万円が計上された。r(毎 日新聞」1987.1.30)

以上の ような動 向の中で、今次改革の大学 ・学術政策 の性格を最 も特徴的に示す ものは、

国立大学の附置研究所の再編計画、寄付講座の進行、大学審議会の創設 の3つ であろ う。

次に これ らについて述べる。

[3]国 立大学附置研究所再編計画

文部大臣の諮問機関である学術審議会は、 「附置研究所 の現状分析」 と題する国立大学

の73の 附置研究所 の うち25の 研究所 についてこれを ス クラップにす る リス トを 作 った。

1983年 か ら84年 にかけて研究所等検討専門小委員会を作 り全国の国立大学附置研究所再編

計画について評価 した ものであ る。

その 「区分の考え方」は、次によっている。

A… 全体 として改変すべ きものA1… 現状のままでは研究所 としての存在意義が乏 しく、

組織の大幅な改変を要するもの(研 究所 の目的、研究所の組織運営、研究所 としての研究

活動、研究者の能力、人材の養成 と交流)A2… 研究活動は評価できるが、今後の研究

体制の整備、学術の進展などの観点か ら、設置形態の変更、組織の大幅な改変などを要す
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るものB… 組織の部分的な改変または運営上の大幅な改変を要す るものC… 運営上の

部分的な改変を要するものD… その他 無印…本専門委員会 としては特に検討を要 しな

いもの。

次に示す のはその評価の具体例である。

社会科学研究所(東 京大学)、A1「 日本の社会科学研究の縮図の観。 研究部門の構成

が全 く無体系で、講座の総花的集合 と化 している。国際交流の累積に乏 しい。研究所 とし

てのアクテ ィビティは低い。」「新 しい視点に立脚 して社会科学研究の フレームワークを再

構築 し、再編成を図る必要がある。 さらにはアプローチの方法論や研究対象を特定す るな

どして、い くつかの真のプロジ ェク ト研究の推進を図 り、他方、国際化を促進 して徐々に

体質の改善を図 り、 特徴を出してい くべ きである。 相当長期間を要す る。」

人文科学研究所(京 都大学)、D「 アクティビティはかな り高い。 従来の学部ではやれ

ない新 しい研究を推進 してきた。第2期 の活動期に移行するため、次の世代の研究指導老

等の出現 と組織論的見直 しが望 まれ る。特にこれか らの時代を リー ドする地域文化研究の

先駆者 として組織的研究に発展 させ ることが望 ましい。」

基礎物理学研究所(京 都大学)、 無印 「かつては学界に刺激を与えた。 やや独善的で、

国内で自己満足す る傾向にあったが、最近反省はでているよ うだ。慎重に立て直 しをす る

べき時に きてい る。」

原子炉工学研究所(東 京工業大学)、A1「 原子力 とか原子炉 に とらわれないで 発展的

に考えるか、 とらわれるな ら原子力全体 として考える。いずれにしろ原子炉に関す る研究

所は全般的にその在 り方を検討する必要がある。」「対策:将 来の展望、学術の動向に即 し

てみれば現状に問題がある。」

これに当たったのは、5人 の検討委員会のメンバ ー、4名 の専門委員、3名 の担当科学

官 らであ るといわれている。

[4]寄 付講座

文部省は、国立大学にも企業などの民間基金100%で まかな う 「寄付講座」を開設で き

るよ うに、87年5月19日 までに国立学校設置法施行規則を改めるとともに 「国立大学等の

寄付講座及び寄付研究部門の実施について」 とい う文部大臣裁定を各大学に送付 した。 こ

れによれぽ、①寄付講座は、外部か ら客員格で教授 スタ ッフらを招 き、本来の講座 と別枠

で開設 される②大学は施設を用意す るだけで、後の人件費、研究費などを特定の個人 また

は団体が負担する③寄付研究部門は国立大学の学部、学科だけでな く、付属研究所にも設

置 しうる④学生がこれ らを受講 した場合、原則 として取得単位に くみ こまれ る、 とい う。

(「朝 日新聞」・1987.5.19夕 刊)

この様な動向の中で、4月21日 、東京大学の評議会は 「東京大学寄付講座要項」を決定

した。その要点は次の とお りである。①rr寄 付講座』とは個人 または団体に よる基金をも
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ってその基礎的経費を賄(ま かな)う 」 としておかれる講座であ り、 この 「基礎的経費」

には、 「教官の人件費及び旅費」、 「建物及び大型の設備にかか るものを除き…研究教育に

必要な経費」が含まれる。②寄付講座の設置は当該部局 の教授会が決定す る。講座の存続

機関は3年 以上5年 以下であ り、更新す ることができる。③講座の教官は、外部か ら、一

般教官の選考基準に準ず る基準で選考 し、講座の存続期間の修了まで在職する。③寄付は、

講座 の存続期間にかかる総額を一括 して受け入れることを原則 とす る(但 し書あ り)。なお、

設置、運営につ いては 「本学の主体性が確保され るよ う配慮す る」、講座名称 に ついては

「寄付者が明か となるよ うな字句を付することがで きる」などの項 目がふ くまれている。

具体的 には、寄付講座 の第1号 が、同大学に87年5月21日 発足 した 「先端科学技術研究

センター」(大 越孝敬セソター長)の 外国人客員教授講座 として早ければ87年9月 にも発

足の見通 しとなっている。同セソターは東京 ・駒場 の旧宇宙航空研究所を本拠 にロボ ット、

バイオセ ンサー、人工知能か ら科学技術 の倫理面 まで先端分野を総合的に研究す る。研究

部門は 「先端材料 」「先端 デバイス」「先端 システム」「社会 ・科学技術相関」の4つ に分

かれ、工、医、経済学部か らの7人 の教授でスター トし、1年 後には20人 の陣容になる予

定、その 目玉 となるのが寄付講座であるとい う。 スポンサーは、 日本電信電話(NTT)、

新 日本製鉄、 日本電気、 シーエスケー総合研究所の4社 、スポソサー企業が負担する額は

1講 座当た り年間3千 万円で3年 か ら5年 契約が原則、予定では4部 門の内 「社会 ・科学

技術相関」を除 く3部 門に4講 座を開 く、1講 座には教授、助教授各1を 置 くがすべて外

国人 とし現在交渉中、寄付講座は研究 と大学院生対象の講義か らなるとい う。(「日本経済

新聞」1987.5.22)

[5]大 学審議会

臨教審は 「ユニバ ーシティ ・カウンシル(大 学審議会…仮称)の 創設」を提言 し、第2

次答申は、同審議会の機能について、 「答申を行 うほか、自ら大学に関す る調査研究、 大

学に関する必要な情報の収拾や提供を行い、また、大学制度の基本に関する事項並びに大

学の計画的整備を見直 し、専門分野に応 じた人材の養成計画、大学教育の内容、方法等の

検討、 大学評価 システムの開発等の事項を扱 う」「設置基準、 アクレディテーション等の

専門的審議に際 しては、大学基準協会 との組織的 な連携を図る。」 と述べている。

政府は、1987年2月16日 、「学校教育法及び私立学校法の一部を改正する法律 案」 を国

会に提出、同法案は同年8月20日 、自民、公明、民社 の賛成、社会、共産の反対で衆院本

会議を通過 した。

同法案によれぽ、1.新 たに文部省に 「大学審議会」を設置す るとともに、既存の私立大

学審議会及び大学設置審議会を再編統合 し、文部省に 「大学設置 ・学校法人審議会」を設

置す る、2.大 学審議会は、 文部大臣が内閣の承認を経て委員(20名 以内)を 任命、「大学

に関する基本的事項について調査審議す るとともに文部大臣に対 して勧告することがで き
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る」、などとなっている。

(その後、同法案は9月4日 の参院本会議で可決成立。9月18日 、塩川正十郎文相が次

の18人 を委員に任命 して、大学審議会は発足 した。①牛尾次郎 ウシオ電機会長(臨 調第1

部会長代理)、②諸井慶秩父セメソ ト会長(経 済同友会副代表幹事)、③江副浩正 リクル ー

ト社長、④長岡実 日本タバ コ産業社長、⑤中川順テレビ東京社長、⑥中川幸次野村総合研

究所社長、 ⑦井内慶次郎国立教育会館館長(元 文部事務次官)、 ⑧作家の三浦朱門氏(前

文化庁長官)、 ⑨ 田中健蔵前九州大学学長、⑩石川忠男慶応義塾塾長(前 臨教審会長代理)、

⑪戸田修三中央大学教授(臨 教審専門委員)、 ⑫森亘東大学長、 ⑬井上和子津 田塾大教授、

⑭香月秀雄放送大学長、⑮猪瀬博学術情報セ ンター所長、⑯長倉三郎岡崎国立共同研究機

構長、⑰橘高重義東京物理学園理事長、⑱千宗室裏千家家元。…追記)

なお、文部省が1986年5月 設けた 「大学改革協議会」(座 長:石 川忠雄慶応塾長)が 、

「大学院の充実 と改革につ いて」報告案をま とめ る(87年3月)等 大学審議会の発足に先

だってその審議予定事項の実質的審議を進めてきたことも今次改革の特徴である。

「勧告は、それが尊重 されることを、勿論前提 としているが、法律上相手方を拘束す る

意味はもっていない」(林修三ほか編r法 令用語辞典』)と されているが、上記の ように殆

ど無制限にちかい事項にわた って勧告権を持つ審議会の委員が学問 ・教育の自律性を保つ

特段の手続 き保障のないままに政党政治の頂点に立つ文部大臣 ・首相に よって任命 され る

のは、大 きな問題点である。 この ような大学審議会の設置は、国家権力を背景 とした少数

者に よる附置研究所の再編計画、 「寄付講座」を通 じた 民間資金の導入に よる公的機関の

私的利用 と相侯 って、学問 ・教育の自律性を損ねる危険性の高いものである。

第3節 初等中等教育

臨教審 の 「初等中等教育の充実 と改革」提言は、1教 育内容の改善①徳育の充実②基礎

・基本の徹底 と個性の伸長]1教 科書制度 の改革 皿教員の資質向上1V教 育条件の改善

V後 期中等教育の構造の柔軟化VI就 学前 の教育の振興および障害者教育の振興 皿開か

れた学校 と管理 ・運営の確立 で構成されている。 ここでは1～ 皿、V、VIの 就学前教育

について特徴的事項 を述べ る。

[1コ 教育内容

まず、教育内容については、教育課程審議会で審議中であ り87年末を 目途に答申が予定

されている。1986年10月20日 発表 されたその審議の 「中間 まとめ」は、 「教育課程の基準

の改善のね らい」を 「(1)豊かな心を持ち、 た くましく生 きる人間の育成」 「(2)自ら学ぶ意

欲 と社会の変化に主体的に対応で きる能力の育成」 「(3)国民 として必要 とされる基礎的基

本的な内容を重視 し、個性を生かす教育 の充実」「(4)国際理解を深め、わが国の文化 と伝
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統を尊重す る態度の育成」においている。 これは、① しつけ ・生活習慣の形成② 自己教育

力③基礎 ・基本④個性化学習⑤国家的文化 と伝統、 とい う構造を成 している。その特徴は、

「生涯学習」 とい うことで 自ら社会変化に適応する能力を求め、次にその うちで も特に道

具 として読み ・書 き ・計算 ・情報活用能力等を重視 し、 目標 としては 「個性重視」の名に

よって多種 ・多様な人材を競争 させつつ確保す ることを意図 したものであるが、その前提

として 「しつけ」、 また、仕上げ として 「世界の中の日本人」 とい う 「徳育」をお く も の

である。

この様に臨教審は、普通教育の教育内容 として 「徳育の充実」を最優先させ、具体的に

は、幼少期か らしつけの重視、小学校低学年 「生活科」の新設、中学校でのボランティア

や生活体験の重視、 自己認識 ・高校での自己探求の重視、 「道徳」の副読本のガイ ドライ

ンづ くり ・それ と結合 した副読本への国庫助成金支出などを進め よ うとしている。

表3中 学校の教科等の構成及び授業時数について(案)

現 行魑＼ 学年

教科等 ＼

国

社

数
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音

美

語

会

学

科
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術
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1 2 3
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4

3

3

2

2

3

2

1

2

3

4

4

4

3

2

2
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2
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4

3

4

4

1

1

3

3

1

2
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合 計 30 30 30
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1
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庭1
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教科1

改 定 案

辮 警}1 2
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4

合 計 30

選択教科 。外国語

3～4

。その他特

に必要な

教科1

。外国語

3～4

。音楽1

。美術1

・保健体育

1
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に必要な

教科1
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表4必 修教科及び外国語の授業時数の弾力的運用を行う部分並びに外国語以外

の選択教科の各教科において想定される内容(学習活動)の類型(案)

教 科 一一一学

国語,数 学

授業時数の弾力的運用を行 う部分 選

年 内 容(学 習活動)学 年

社会,理 科

保健体育,
技術 ・家庭

鉱 年
補充学習型 ・深化学習型中心

択 教 科

音楽,美 術

外 国 語

__一 ト.3一年 一

3年

内 容(学 習活動)

3年

2年

1～3年

補充学習型 ・深化学習型中心

補充学習型 ・深化学習型中心

補充学習型 ・深化学習型中心

補充学習型 ・深化学習型中心
1

課題研究型中心

豊
2年

3年

3年

課題研究型 ・選択学習型中心

課題研究型 ・選択学習型中心

この徳育にみ られ る、しつけ ・生活習慣の形成など先ず行為の型を形成 し次ぎにその内

面化を計る、 その手段 として行動を重視す るとい う方法は、 「社会 の統合を維持す る力」

に照応 した規範意識の形成 とい う内容 とともに、既成の秩序の中に子供 ・青年 の精神を閉

じ込めてい くこととなろ う。臨教審が個性重視をいいなが らこの ような矛盾 した結果に陥

っているのは、資本主義的競争主義社会の弊害を対象的 ・客観的に改善 ・克服 しよ うとす

るのでな く、 む しろ「新 自由主義」政策によ り競争を激化 させ ることによって 日本経済 の
　

競争力の強化を図 りそれに応ず る国民意識の形成を求めているか らと考え られ る。

教育課程 の改定の中で最 も特徴的 とみ られるのが中学校における選択教科の拡大である。

前記 「中間 まとめ」は、選択教科の全面的な拡大を含む表3に 別記の 「中学校 の教科等

の構成及び授業時数について(案)」 を示 した。 表中の例 えぽ 「2～3」 は学校の裁量 で

弾力的に運用で きることを示 す ものである。 その後、 同審議会 の中学校教育分科審議会

(分科会長:沖 原:豊・広 島大学長)は 、必修教科 と外国語の授業時数の弾力的運用を行 う
　

部分、それに外国語以外の選択教科 の学習活動 として次の4つ の類型を示 した。A補 充学

習型(基 礎 ・基本の定着、補充を図るタイプ)B深 化学習型(部 分的に内容を深めて履修

させ るタイプ)C課 題研究型(体 験的 な学習、特定の課題についての発展的な学習、教科

内の各分野 ・領域を総合 した学習などを取 り入れるタイプ)D選 択学習型(共 通に履修 さ

せ る内容以外に、生徒の興味 ・関心などに応 じた多様 な内容を用意 して選択履修 させるタ

イプ)。A、B、Cは 、 学習指導要領に示 された共通に履修 させ る内容の範囲内で、 多様

な学習活動を取 り入れるタイプであ り、指導内容 自体には差を設けない。 これに対 しDは 、

学習指導要領上、共通 に履修 させる内容以外に多様な内容を用意 し、生徒に選択履修 させ

るタイプで、生徒に よって指導 内容に違いが生ずることも認め るものである・ また・この

類型化はあ くまで例示であるとい う。

補充学習型 と深化学習型の選択教科等は、結局 、「能力別」学習を推進す るもの となろ う・

[2]教 科書検定等

臨教審第3次 答申は、① 「カ リキュラム、教科書、指導方法、教材等の研究 ・開発 ・評
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価を総合的に行 う民間、官民協 力あるいは国立の研究センター等を拡充 ・整備」 し、 これ

に 「教科書の著作 ・編集に関する相談に応ず る機能」を併せ もたせ る、 ②検定は、 「今後

は、教科書 としての適格性の判定に重点を置」き、検定基準の重点化、簡素化をはかる、

③検定の現行の原稿本、内閲本、見本本に よる3段 階審査を一・本化する、④文部大臣は、

教科用図書検定調査審議会 の答 申に基づ き、検定の合否の判定をす る、 また、同 じく、修

正の指示をす ることができる、⑤検定の周期は現行 よ り長期化する、⑥教科書採択の改善

を図る、供給体制を開放的にす る、⑦義務教育教科書の無償制度は、見直 しの検討を続行

し、当面継続する、等を提言 している。

臨教審の一部では、 「21世紀に向か って教科書の自由発効 ・自由採択に移行す る」 との

見解 も喧伝 されたが、結局、文部大臣が教科書 としての適格性の判定 ・合否判定を し、修

正の指示をする とい う点で、検定制度の根本は維持 された。それだけでな く、現行の原稿

本、内閲本、見本本に よる三段階審査 の一本化は 「ぽっさり切捨て」の萎縮効果に よる自
㈲

主規制を狙 ったものとの批判や検定周期の長期化はそれをさらに強める、 また 「研究セ ン

ター」の拡充 ・整備に よる教科書 ・教材などの研究 ・開発 ・評価は実質的には「事前検定」

であ り教科書 ・教材の国定に向か うもの との批判が妥当 しよ う。

また、文部省は、「塩川文部大臣の指示に基づ き、高校現代社会 の教師指導書について、

教師用指導書の内容が教科書の記述内容に添 った適切なものになっているか ど うか とい う

観点か ら調査 した結果、指導書に よっては、教科書の記述内容の趣 旨に照 らし、必ず しも

適切でない部分が見受け られるものがあった」 として各教科書発行者の集 まりである(社)

教科書協会 に対 し指導 をおこな うとともに、 適切 でないとす る記述の例 を 「文部広報」

(1987.4.5、 第820号)に 公表 している。それは次の とお り。

〔別紙〕 高校現代社会の教師用指導書の うち、必ず しも適切でない部分 の例

(事例1)「 公害 とは何か」 とい う教科書の記述に関連 した もの

「公害防止はすべて企業の利潤原理 とそれを守 る企業国家の ごとき政府 との戦いであ

った といって よい。」「自動車公害や 自然破壊 も、独占的 自動車産業や観光資本 とその

意思に従属 した政府の行政を規制 しないでは、防 ぐことは不可能 なのである。」 と記

述 した例。

(事例2)「 日本の社会保障の課題」 とい う教科書の記述に関連 した もの

年金制度の改正について、 「この年金改悪に当って、 政府はr負 担 と給付 の公平化』

を図 り、高齢化社会 に対応できる安定 した 年金制度を 作ると説明 しています。」 が、

「それは、 とんでもないまやか しです。」 その狙いは、 「結局、 国庫負担を大幅に削減

し、社会保障におけ る国 と使用者の責任を免罪 しよ うとするところにあ ります。」 と

い う見解のみを紹介 した例。

(事例3)「 日本外交の道」 とい う教科書の記述に関連 した もの
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「日本は、 日米軍事同盟の下で対米従属の構造を作 りなが ら、 アジアを初 め とす る発

展途上国に経済侵略を強めてきた。」 日本が、 「非同盟 ・中立の道」を歩めば、 「世界

の構造を変えることができる。そ して、そのことは、 日本政府、独 占資本が進めてい

る人民を犠牲にする全ての企てを 止めさせることを 意味 している。」 とい う見解のみ

を紹介 した例。

このよ うな状況や前記 「道徳」の副読本のガイ ドライ ン作 りの予算化措置を見るな らぽ、

教科書その他の教材を総 じて、教育内容は 「自由化」へ向か っているのではな く、む しろ

統制が強め られつつあると言えよ う。

〔3]初 任者研修制度

臨教審第2次 答申は 「教員の資質向上」について、1教 員養成 ・免許制度の改善 ∬採

用の改善 皿初任者研修制度の創設W現]職 研修の体系化を提言 してお り、1は ① 「教職

課程を取 らなかった学生や社会人で教員免許状の取得を希望す る者のため…半年か ら1年

程度の教職に関する特別の課程を設置することができるよ うにする」② 「社会人の活用を

図 り、学校教育を活性化す るため、都道府県委員会で認定で きる特別 の免許状制度を創設

す る」③ 「非常勤講師について…免許状を有 しな くて も教科の一部領域 に係る授業を担任

し得る免許制度上の特例措置を講ず る」④免許教科の法定制度の見直 し等免許制度の柔軟

化を図る⑤教員養成の教科 ・教職科 目を見直す⑥教育実習について見直す、 とい う内容で

ある。

文部省は、以上に関す る具体化方策 として、上記1、 皿について教育職員養成審議会に

おいて検討中であること、皿について昭和62年 度、36都 道府県市において試行を行 うこと、

皿について都道府県教委等を指導 した こと、教員採用専攻試験の改善の研究のため予算を
口の

計上 したことを挙げている。

この うち当面の最重点皿について述べ る。

文部省は、1989年 度か ら初任者研修の全面実施を目標 とし、87、88両 年度に全ての都道

府県 ・指定都市で試行する計画を立案、まず87年 度の試行のため同省の 「昭和62年 度r初

任者研修の試行』実施要項(案)」、「都道府県におけるr初 任者研修の試行』実施要項モデ

ル(案)」 と指定都市の実施要項モデル案、rr初 任者研修の試行』における年間研修計画作

成要項(案)」、年間研修計画作成要項案を作成 し、87年 ユ月28日 の都道府県 ・指定都 市 教

委人事主管課長会議に提示 した。(指定都市分を除 く各案は、「内外教育」87.2.3に 全文掲

載)

上記の実施要項案な どに よる と、試行対象教員は、原則 として87年4月1日 付で採用 さ

れた小、中、高等、盲、ろ う、養護学校の教諭の一部 とす る。対象教員は学級 または教科

・科 目を担当す るが、必要に応 じて校務分掌を軽減す ることができる。対象新任教員は指

導教員か ら週2日 間程度(年 間70日 程度)の 指導、教育センター等で週1日 程度(年 間35
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表5指 導教員による指導の重点事項例及び教育センター等における研修内容例

(文部省1987.1。28rr初任者研修の試行』における年間研修計画作成要領(案)」別表)

学

期

夏休業

期中

学

期

学

期

指導教員による指導の重点事項例

。勤務の仕組み

。勤務校の教育 目標、校内組織、校内事務、校区

・児童生徒の実態

。年間指導計画 ・学習指導案の作成

。学習指導の理論 と実際

。学級経営

。教材研究

。学校行事(そ の1)

。道徳教育の進め方

。児童 ・生徒への接 し方

。保護者との接し方

。特殊学級の実際

。テス ト・成績評価

。通知表の作成 ・諸表簿の整理

。休業中の生徒指導

。1学 期の反省 と2学 期の計画

。特別活動の指導

・学校行事(そ の2)

。集 団活動の指導

。同和教育の進め方

。学級経営における生徒指導

。休食指導 ・清掃指導

。健康 ・安全指導

。教育相談の実際

。個別指導の実際

。進路指導

。教育機器の利用

。指導要録の扱い

。PTAの 組織 とその運営 ・外部機関 ・団体 との

関係

。2学 期の反省 と3学 期の計画

。児童会 ・生徒会の指導

。教具の活用

。学習評価の方法と実際

。指導要録の取り扱い

。学級経営の評価

。学校図書館の利用指導

。地域と教育

。1年 間の反省

教育センター等における研修内容例

。県の学校教育の現状と課題

。教員としての心構え

。学習指導要領と教育課程の編成

。学習指導と学級経営の基礎

。生徒指導の基礎

。学習指導と評価のポイソ ト

。道徳教育の在り方

。同和教育の在り方

。児童 ・生徒理解

。模範授業参観(そ の1)

。初任者の研究授業(そ の1)

。文化講演会

。社会教育施設、児童福祉施設、企業等における

体験研修

・学習指導と学級経営の理論と実際

。学校 ・学年経営の基礎

。進路指導 ・個別指導の理論と実際

。特殊教育の理論 ・特殊教育諸学校参観

。視聴覚教育(教 育機器の活用)

。情報化への対応(パ ソコン等情報処理)

。へき地教育。模範授業参観(そ の2)

。初任者の研究授業(そ の2)

。研究指定校の研究発表会への参加

。文化講演会

。国際化社会への対応(海 外子女教育)

・教育評価

。社会教育

。初任者の研究授業(そ の3)

。少年院 ・教護院等参観

。他校種の参観

。研修のまとめ

備考 ① 指導教員に よる指導の重 点事項に掲げた事項 の外 、授 業指導能力 、学 級経営能力、児 童 ・生徒理解能力 、生徒指導能力 、校務
分掌能力 などを育成す るため、新任教員の教育 活動 につい て、教員 としての成長過程に応 じて、常時指導す る ものとす る。

② 指導教員に よる指導の重 点事項に掲 げた事項 につ いても、指導内容に よっては、校長または指導教員以外の教員 が指導す る

ものとす る。

③ 教育セ ンター等におけ る研 修には、教育 センター等 に全員を一同に集めて研 修を行 うものの外、教育事務所や市町村単位で
集 めて行 うもの も含 まれ る。

④ 宿泊研修にっいては、新任 教員の勤務や施設の状況等を総合的に勘案 し、適切に実施す る もの とす る。
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日程度)の 指導を受け る。 さらに、800人 は14日 間程度の洋上研修 に参加す る。 また、 試

行対象教員は4泊5日 程度の宿泊研修を受け る。宿泊研修は、試行対象教員 とそれ以外の

新任教員について、できる限 り同時に実施す る。なお、都道府県の実施要項モデル案では、

小 ・中学校の試行対象教員は 「(該当)市 町村内の学校に属す る全ての新任教員」、高校な

どの試行対象教員は 「(該当)学 校に属する全ての新任教員」 となっている。

文部省が実施す る洋上研修を除き、試行の実施主体は任命権者(都 道府県 ・指定都市教

委)で 、関係市町村教委は協力す る。都道府県 ・指定都市教委は試行実施計画所及び試行

実施結果報告書を文部省に、関係市町村教委は年間研修計画書及び研修報告書を都道府県

教委に、関係学校 の校長は年間指導計画書及び指導報告書を教委に提出す る。

文部省は、指導教員の配置に要す る教員定数 または非常勤講師についての財政措置を講

ずるとともに、試行に必要な経費を予算の範囲内で支出する。

指導教員は、関係学校 の教頭、教諭、非常勤講師の中か ら校長の意見を聴いて、所管教

委が任命す る。指導教員は代替授業にも当たる。 また、中 ・高の場合、教科指導教員 も置

くことができるが、①指導教員の免許教科が試行対象教員 のそれ と異なる時、学校 内に配

置(A案)② 教科指導のため、教委事務局に置 き、求めに応 じて指導(B案)… の2案 が

ある。当該都道府県教委は、指導教員に係 る措置 として関係学校に対 し教員定数 または非

常勤講師についての措置を、A案 の教科指導員に係る措置 として教科指導員が所属する学

校 に対 し非常勤講師についての措置を講 じるo

年間研修計画作成要領案には、別表 として別記表5の よ うな 「指導の重点事項例及び研

修内容例」が付 されている。

このような初任者研修については、初任者 といえども正規の教員であ り児童生徒 に責任

を負って教育をするためにはその教育上の自由 ・自主性が必要不可欠であるが・初任者数

員に常時指導教員がつ くことがそれを損ね る危険が大 きくそれに対処す る明確な措置がみ

られないのが第一の問題点である。 また、本来、任命権者教育委員会 に属する教員研修に

係 る権限を事実上大 き く踏み越えて文部省主導で全国一斉にこの様な研修を進める法的根

拠は明確でない。 さらに、学校は地教委に地教委は都道府県教委に、都道府県教委 は文部

省に研修 の計画書 ・報告書を提 出す ることを通 じて、教員研修にかかわ って学校 の自治・

教育の地方 自治が損なわれてい く危険性が大きい。また、上記のよ うな過密な研修スケジ

ュールで果たして児童生徒 に対する教育責任が全 うできるのか疑問である。

[4コ 後期 中等教育

臨教審は 「後期中等教育の構造の柔軟化」について、1.6年 制中等学校 皿.単位制高

等学校 皿.高 等学校の修業年限の弾力化等]V.後 期中等教育の多様化 にわたって提言 し

ているo

まず、6年 制中等学校については、教育課程審議会が検討 しているが、特に文部省は、
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6年 制中等学校を制度化するための協 力者会議を設置 しその学習指導要領の作成に着手の

予定 としている(「 内外教育」・1986.7.15)。 また、その教員免許 については、教育職員養

成審議会への諮問答申 ・教育職員免許法の改正を経て具体化す る予定である。 より具体的

な動 きとしては、東京都教育委員会の研究チームが、1985年3月 末、文部省の科学研究費

補助を受けて86年10月 頃 「中 ・高の連携を 目指す弾力的教育課程の研究」 と題す る報告書

を提出している。 これに よれば、6年 間を2年 、3年 、1年 と分け、初めの2年 は基礎 ・

基本を重視 し、共通化をね らいとする、次の3年 は生徒 の個性を引 き出す時期 とし多様化

・個性化をね らい とす る、選択科 目を大幅に増やす、各学年において課題研究を課す、最

後の1年 は統合化をね らいとする、 とい う。

次に、単位制高等学校 についてであるが、教育課程審議会中間 まとめでは課程 としては

定時制 または通信制の課程の特別のもの として位置づけている。例 えぽ、週末のみの履修

で卒業に必要 な単位 の修得が可能、他高校での修得単位の累積 も可能、ホームルームへの

参加 も弾力的にす るとい う。

具体的な設置の動ぎとして、石川県教委は、87年5月11日 までに、単位制高校を昭和63

年度か ら設置す ることを明 らかにした。同教委に よると、単位制高校は進級に必要な単位

数を特に定めないで卒業 までに必要単位数を取得すれば よく、一部の必修科 目をのぞいて

は科 目の内容、数 とも生徒 の自由な選択に委ね る、 としている。新設校は昼間部 と夜間部

のある定時制普通科 ・職業科高校。定時制で単位制に踏み切るのは、従来の「実務代替制」

や 「技能連携制度」、 高校中退者が以前履修 した単位の認定を大幅に取 り入れ ることがで

きるため。従来、学校教育法施行規則で単位制導入は難 しか ったが、 同県教委 は 「(文部

省による)規 則改正が間に合わ なくても文部省の研究開発校 の指定を受けるなどして63年

度開校を 目指す」 としている(「毎 日新聞」 ・1987.5.12)。

単位制高校は、11万5千 人弱の年間高校中退者(1985年 度、87 .1.23発 表文部省調査)

とい う事態に対応するものであるが、個人の尊厳 ・個性 の尊重の精神によって普通教育を

おこな う学校に必要不可欠な教師 と生徒 ・生徒相互の精神的 ・人格的な接触 ・交流が どの

程度に可能か、危ぶまれ るところである。

臨教審第3次 答申は、 「後期中等教育の多様化」 として、 ①高校入学者選抜方法 ・基準

を多様化 ・個性化 し各高校 の特色に応 じて定める、②学力検査では、常識問題のテス トや

中学時代の生活 などを題材 とす る作文を課す、③調査書の教科の学習の記録以外について

は安易 に点数化 しない、教科以外の活動 ・徳育学校以外の機関 ・団体か らの報告 ・資料を

も利用す る、④推薦入学は普通科 も含めて推進す る、⑤受験機会を複数化す る、⑥後期中

等教育の多様化の在 り方については今後 さらに中長期的に検討す る、等を提言 している
。

このよ うな提言は、次のよ うな問題 点を含んでいる。(1)「入学者選抜」を前提 とした考

え方に終始 している。(2)「徳育」評価の選抜への利用は人格の全面支配を招 くこととなる
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であろ う。(3)「受験機会の複数化」は大学入試 と同様、学校 の序列化を促進するであろ う。

(4)真に生涯学習社会を 目指すのであるならぽ、同時に、一層柔軟で しっか りとした普通教

育 も追求 しなけれぽならないはずである。

[5]就 学前教育

臨教審第3次 答申は、「就学前教育の振興」の節において、「乳幼児の保育は可能な限 り、

家庭において行われ ることが望 まし(い)」 「幼稚園 ・保育所はその目的 ・機能は異なる…、

基本的にはそれぞれの制度の中でその整備 ・充実を図る必要がある」 との認識を示 しなが

ら、主 として次の内容を含む提言を している。①今後予想される多様 な要請 にこたえるた

め、幼稚園は時間延長、保育所は私的契約など、運用を弾力化す る。②3～6歳 児につい

ては、幼、保 の教育内容は、共通的なものにす る。③幼稚園の教育内容は、遊 び、人 ・自

然 ・環境 とのかかわ り合い、基本的生活習慣の育成を重視する観点か ら見直す。④幼稚園

の学級定員の引 き下げ、園長の専任制や教頭の配置を検討する。⑤幼稚園の教員の養成は

見直す。初任者研修、現職研修については、小学校教員に関する第二次答申の趣 旨を尊重

する。保育所保母の養成、初任者研修、現職研修は、幼稚園教員 との類似性に配慮 しつつ

検討する。⑥幼 ・保 と家庭、地域社会 との連携を深め る。

また、文部省は、「第3次 答申の改革提言に係る当面の対処方針」 として、「幼稚園教育

の振興」の見出しのもとに、上記③につ いては教育課程審議会の答申を踏 まえて88年 秋に

新幼稚園教育要領を告示す る、学級定員の引 き下げについては検討す る、⑤の研修につい

ては、87年 秋予定の教育職員養成審議会答 申を経て具体化する、園長の専任制や教頭の配

置の促進及び⑥については都道府県教委を指導 したこと等を挙げている。(「進捗状況」)

しかし、以上のよ うな動向には、①婦人労働者の育児休暇の保障を充分 しないままに保

育所乳児保育をけなし、公費削減の矛盾を しわ寄せする②幼稚園の時間延長、保育所 の臨

時的な私的契約などは 「それぞれの制度の充実」を 「お題 目」に終 らせる、などの懸念が

ある。

また、教育課程審議会に よる教育課程の基準の改善の一一環 として、文部省 「幼稚園教育

要領に関す る調査研究協力会議」(座 長:河 野重男 ・お茶の水女子大教授)が 「幼稚園教

育のあ り方について」 最終報告を出している(86.9.11)が 、 それはつ ぎの よ うな問題点

を含んでいる。 ① 「(幼児の)遊 びは一一定の系統的観点か ら分析 しつ くせない」などと述

べて保育者の系統的指導に対 して否定的である。②幼児の経験や活動において一面的に幼

児の主体性や主観的な もの(達 成感、充足感など)を 重視 し、自然や社会その他に関する

客観的な認識や技能 などの発達を度外視 している。③言語については もっぱ らコミュニヶ

一ションの手段 としてのみ位置づけ、思考の手段 としての意義を無視 している。④以上の

ような前提のもとに 「幼児一人ひ とりの発達の特性及び個人差に応 じた幼児教育」を進め

るな らぽ、結局、社会的格差に応 じた自然発生的な能力差を拡大す ることとなろ う。

一86一

N工 工一ElectrOnlcLlbrarySe-vlce



OtemaeUnlverSlty

大手前女子短期大学 ・大手前栄養文化学院 「研究集録」第7号(1987年)

まとめにかえて

以上に述べて きた ように、今次臨教審 「教育改革」の特徴的動向 として、産業構造の変

換への対応 としての 「生涯学習体系への移行」、 産 ・官 ・学の共同へ向けての政治主導に

よる学術 ・高等教育体制の再編、就学前教育か ら後期中等教育までを通 じての 「個性化」

「多様化」教育の推進な どがあげ られ る。 この 「改革」 が真に改革の名 に値するものであ

るか否かは、究極的には、もとよ り今後の進展 も含めて歴史 の審判に待つ よ りないが、す

でに述べてきたよ うに、学校 内外での教育を受ける権利 ・学習す る権利 の拡大発展を伴な

っていない、学問 と教育の自律性 ・自治を踏まえていない、学習 ・教育に新たな一層の競

争 ・選別をもちこむ危険性が大 きい等の諸点は、 既に現時点で指摘 し得る今次 「教育改

革」の重大 な問題点である といえ よう。

〔註〕

(1)臨 教審最終答申は、第4章 、5章 のあらたな提言のほかは、それまでの提言のまとめとい う性格

の ものである。その章構成は、1教 育改革の必要性、皿教育改革の視点、皿改革 のための具体的

方策、IV残 された課題に関する提言、V教 育改革の推進、 となっている。 この内で具体的施策

に関す る第3章 及び第4章 の節構成は、第3章 ①生涯学習体制 の整備、②高等教育の多様化 と改

革、③初等中等教育の充実 と改革、④国際化への対応のための改革、⑤情報化への対応のための

改革、⑥教育行財政の改革、第4章 ①文教行政、②入学時期 となっている。以上により、臨教審

「教育改革」の全体構造をほぼ知 り得 よう。

(2)臨 教審第3次 答申迄は、臨教審第4次 答申で 「生涯学習体制の整備」 として述べ られている具体

的な施策 も学習 ・教育のシステム全体の変革 もともに 「生涯学習体系への移行」 と述べ られてい

たが、第4次 答申ではそれを区別 して表現している。

(3)文 部省 「臨教審答申の改革提言に係る具体化方策の進捗状況について」1987年5月13日 。以下、

〈進捗状況〉 と略記。

(4)依 田有弘 ・「《座談会》円高不況 と臨教審」r教 育』1987年6月 号

㈲ 金子 勝 ・前掲 『教育』《座談会》

(6)〈 進捗状況〉

(7)以 下、予算について 「内外教育」・1987.3.10

(8)「 内外教育」・1987.2.17

(9)同 報告書 は関係資料を付して通商産業産業政策局編r21世 紀産業社会の基本構想』として1986年 、

通商産業調査会よ り発行。 以下は同書30、34、42、52頁 。 まとめにあた っては浦野東洋一 「生

涯学習体系論の意味」1987.5.23、 を参照 した。 なお、 産業構造 審議会は、1980年 、 「80年代の

通商産業政策のあ り方に関す る答申」(r80年 代の通産政策 ビジ ョン』)な どをまとめ、行革を含

む今 日の国策を主導 してお り、臨教審 「教育改革」も、右 ビジョソの策定に参加 した通産官僚集

団のまとめた 「日本の教育についての一提言」(1980年5月)が 示す ように、 通産官僚集団の主

導す るところが大 きい(北 川邦一 「臨時教育審議会r教 育改革』の本質」1985年5月 ・大阪保育

研究所r大 阪の保育研究』第2号 参照)。

⑳ 資料源:「 内外教育」概要1987年1月23日 、 教育助成局分2月10日 、 初中局分2月13日 、体育局

分2月17日 、高等教育局分2.月20日 、社会教育局分3月 ユ0日、学術国際局分3月13日 。

(11)国 際 日本文化研究セソターに関する調査会議 「中間報告 」1985年8月
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働1985年7月27日 、第5回 軽井沢セ ミナーでの講演 「新 しい 日本の主体性」

㈲ 「自由 ・自律 と公共の精神」 を内容 とする臨教審の徳育については、 北川邦一 「臨教審r教 育改

革』 と道徳教育政策の動向」『道徳教育の原理 とその展開』あゆみ出版、1987年4月 、 を参照さ

れたい。

なお、文部省は、道徳教育強化のため、小中学の道徳の時間で使われてい る副読本の見直 しを

図 り、教える項 目を統一す るガイ ドラインを作 るとともに、中学ではボ ラソテ ィアや生活体験を

通 じて奉仕の精神、働 く意味を体得させ る体験学習を重視す る方針を固め、1987年8月11日 まで

に63年 度の予算要求に盛 り込む ことを決めた。副読本については、文部省内に検討を受けなけれ

ばならない教科書にすべ きだ とい う考えがあ り、副読本への国庫助成 も国の意見を反映させる手

段 とみられ る(毎 日新聞 ・87.8.12)。 また、 臨教審第4次 答申が、 「教育の基本的な在 り方」の

項において、 「国旗 ・国家のもつ意味を理解 し尊重す る心情 と態度を養 うことが重要であ り、 学

校教育上適正な取 り扱いがなされ るべきである」 と述べてい るのも、従来における学校行事 とし

ての取 り扱いを一歩進めて学習指導 内容にするもの として留意される。

αの 「内外教育」・1987.2.6

㈲1987.4.2・ 永原慶二、同日 ・教科書検定訴訟を支援す る全国連絡会。

㈲ 〈進捗状況〉

働 〈進捗状況〉

なお、 その後、 文部大臣の諮問機関である教育職員養成審議会(会 長:中 川秀恭 ・前国際基

督教大学学長)は 、10月7日 の総会で 「教員の資質能力の 向上方策等について」(中 間報告)を

とりまとめ、公表 した。その内容はおおよそ本文記述の臨教審提言に沿 うものであるが、特に次

の提言を含んでいる。①普通免許状 の種類 として大学院修士課程修了者を対象 と した 「専 修 免

許」を新設 し、 「標準」(大 学学部卒)、 「初級」(短 大卒)と 合わせて3種 類 とする。 初級免許状

による教員は15年 以内に標準免許状を取得 しなければならないとする措置を講ずる。ただ し、幼

稚園教員については特例措置を設け る。 ②都道府県教育委員会が交付できる 「特別免許状」(3

年か ら10年以内の期限)を 創設する。③ 「道徳教育に関す る科 目」の必修化(高 校は別)、 「教育

の方法 ・技術に関する科 目」お よび 「生徒指導に関する科 目」の新設 ・必修化などを含め、教職

専門科 目を中心に大学で の教職課程最低必修単位数を引 き上げる。④社会人に免許取得の機会を

拡大す る 「教職特別課程」を大学に設置する。⑤免許状をもたない者を教員 として採用する 「特

別非常勤講師制度」を創設す る。⑥1年 間の初任者研修制度(試 行 とほぼ同内容)を 導入すると

ともに条件附採用期間を1年 に延長する。(追 記)

⑬ 「内外教育」・1986.11.7、 「朝 日新聞」1986.10.26。

α9「 毎 日新聞」・1987.5.12。

-1987年8月24日 一
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